
需給マップ･ネットワークの構築 

 需給マップ及びネットワークは、平成17

年度に実施した畜産農家及び耕種農家を

対象とするアンケート調査の結果をもと

に、市町村単位、地域等単位又は都道府

県域毎に作成・設置しています。さらなる

活用と内容の充実を図りましょう。 

 需給マップについては、18年12月末時

点で、市町村単位352、地域等単位135、

都道府県域12地区で作成されており、17

年度末時点と比べ、市町村単位で53、地

域等単位で11地区増加しています。 
 ネットワークについては、18年12月末時

点で、市町村単位73、地域等単位179，都

道府県域13地域で設置されており、17年

度末時点と比べ、市町村単位で14、地域

等単位で19、都道府県域で1地区増加し

ています。 

｢点｣から｢面｣への取組拡大にむけて 
   ～点と点をつなぐネットワークの活用と重点地区への指導･支援～ 

自給飼料増産通信 
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農林水産省 生産局畜産部  畜産振興課 
  〒100-8950 千代田区霞ヶ関１－２－１ 
  TEL 03-3502-3381（事務局：草地整備推進室内）   

粗飼料だって 

地地産産地地消消  
お問い合わせは 

飼料増産重点地区の登録 

 飼料増産重点地区は、飼料増産運動や

自給飼料関係施策の地域農家等への周

知徹底と、関係者が一体となった飼料増

産に基づく地域畜産の振興を確実なもの

とするため、飼料増産が可能な地域の選

定と重点的な指導･支援を行う地区です。 

 飼料増産の取組を「点」から「面」に拡大

するため、年度ごとの行動計画において、

重点地区数の拡大に向けた数値目標を

設定しています。 

 17年度末時点で137地区を登録してお

り、18年9月以降、追加登録に向けた働き

かけやとりまとめを行った結果、19年2月に

開催した第2回全国飼料増産行動会議に

おいて76地区が追加登録され、213地区

に拡大しました。 

 登録から数年経過した地区においては、

稲わら収集面積や稲ＷＣＳ作付面積の増

加など取組の成果が現れています。 

 平成１７年度にリニューアルされた飼料増産運動も早や２年が経過し、取組の加速化が求め

られています。取組当初からのツールである需給マップ･ネットワークや飼料増産重点地区を活

用することにより、さらなる取組の強化を図りましょう。 

７６

９

４

８

１１

１６

１９

９

Ｈ１８

１２３その他

２１３４６９１計

９５消費者に対する理解醸成

４２７２７コントラクターの活用

２６７８草地更新やトウモロコシの作
付け拡大による単収の向上

４３１０１７放牧の推進

３２１３国産稲わらの利用拡大

１５６稲発酵粗飼料の増産

３４３４耕畜連携

計Ｈ１７Ｈ１６取組み区分

７６

９

４

８

１１

１６

１９

９

Ｈ１８

１２３その他

２１３４６９１計

９５消費者に対する理解醸成

４２７２７コントラクターの活用

２６７８草地更新やトウモロコシの作
付け拡大による単収の向上

４３１０１７放牧の推進

３２１３国産稲わらの利用拡大

１５６稲発酵粗飼料の増産

３４３４耕畜連携

計Ｈ１７Ｈ１６取組み区分

○飼料増産重点地区の登録状況

○マップ･ネットワークの作成･設置状況

ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク

需
給
マ
ッ
プ

１３１２都道府県域

１７９１６０地域等単位

７３５９市町村単位

１２１２都道府県域

１３５１２４地域等単位

３５２２９９市町村単位

18年12月時点17年度末時点区 分

○マップ･ネットワークの作成･設置状況

ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク

需
給
マ
ッ
プ

１３１２都道府県域

１７９１６０地域等単位

７３５９市町村単位

１２１２都道府県域

１３５１２４地域等単位

３５２２９９市町村単位

18年12月時点17年度末時点区 分
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省
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飼料作物作付面積の拡大に向け 

  平成１９年度の運動方針を決定！ 
 このたび、「全国飼料増産行動会議(第

２回)」並びに「飼料自給率向上戦略会

議(第２回)」を開催して、１８年度の取組を

点検・検証するとともに、行動会議におい

ては平成１９年度の運動方針を、また、戦

略会議においては平成１９年度の行動計

画を決定しました。 

 本年度は、「地域や組織の温度差の解

消｣や「専門指導者などの人材育成」、「定

量的な目標設定」などをキーワードに、数

値目標を設定したうえで稲発酵粗飼料の

作付拡大や国産稲わらの利用拡大、放牧

の推進に取り組みました。さらに、飼料自

給率目標に向けたシナリオとの乖離を解

消するため、１０月に幹事会を開催し、地域

ごとの作付面積目標を検討するなど、地

域における取組を強化してきました。 

 この結果、稲発酵粗飼料の作付面積は

１９年度目標の５，０００ヘクタールを前倒し

して達成が見込まれるとともに、稲わら需要

量１０９万トンに対し１０８万トン(自給率９８．

８％）を確保するなど、一定の成果が出てい

るところです（詳細は２貢参照）。 

 また、飼料増産に向けた取組を重点的に

指導･支援する「飼料増産重点地区」につ

いては、新たに７６地区を追加して２１３地

区となり、目標の１８０地区を達成しました

（同６～７貢参照）。 

 しかしながら、転作水田を活用した放牧

の取組は拡大しているものの、取組の地域

的な偏りなどから水田放牧の頭数目標は

未達成となるなど、自給飼料増産に向けた

課題も明らかになるとともに（同３貢参照）、

昨年１２月に公表された飼料作物の作付

面積(速報値)については８年連続で減少

し、９０万ヘクタールを割り込んで８９万８千

ヘクタールとなったことから、その減少に歯

止めをかけ拡大に転じさせるための対策

の実施が必要不可欠となりました。 

 このため、１９年度に向けた運動方針で

は、ネットワークを積極的に活用した作付増

加への取組推進や専門指導者の養成・活

用強化といった行動計画の骨子を定める

とともに、具体的な数値目標を含む飼料作

付面積拡大に向けた重点対策を決定しま

した（同４～５貢参照）。 

 

【次頁に続く  】 
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１９年２月２６日発行 

飼
料
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率
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る

国
井
農
林
水
産
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大
臣(

戦
略
会
議:

議
長) 

粗飼料だって 

地地産産地地消消  



稲発酵粗飼料（ＷＣＳ）の作付拡大
●重点活動の実施 

  ・稲ＷＣＳ作付推進重点活動を実施（18年産：平成17

年11月以降、19年産：平成18年11月以降）したことに

より、19年度の目標5,000haを18年度で達成見込み  

●専門指導者の養成 

  ・稲ＷＣＳコーディネーター研修を開催し、42名が受講

（10/2～6） 

飼料増産運動 

●全国会議等の開催 

  ・全国飼料増産行動会議(5/19、2/8) 

  ・同行動会議・幹事会（5/16、10/27、2/5） 

  ・戦略会議・現地検討会(6/29-30、宮崎県下） 

●飼料増産に関するブロック別行動会議の開催 

  ・ブロック毎に行動会議等を開催し、取組を推進 

●ネットワークづくり 

  ・需給マップ等に基づくネットワークの構築を推進

●飼料増産重点地区の設定 

  ・9月以降重点地区の追加登録を推進、76地区を 

追加して、計213地区に拡大（６～７ページ参照) 

国産稲わらの利用拡大 

●ネットワークを活用した国産稲わらの仲介･斡旋 

  ・17年産（17年10月～18年9月）の稲わら需要量に

対し、国産稲わら108万トンを供給して自給率  

98.9％を達成 

●広域流通に向けた取組 

  ・九州管内において圧縮梱包による国産稲わらの

広域流通調査

や実証試験を

実施 
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放牧の推進 

●放牧サミットの開催 

  ・地域の実態に即し，様々な形態で取組が拡大して

いる放牧の現状を検討するとともに、熊本型放牧を   

現地調査実施（9/28～29、380名参加） 

●専門指導者の養成 

   ・放牧伝道師など放牧にかかる養成研修を開催し、

74名が受講 (10/13、

その他 
●「ぱぴりか」など優良品種や新技術の普及促進 

●優良経営事例の普及･啓発 

  ・飼料基盤に基づく畜産経営の普及･啓発に向け全

国草地畜産コンクール

を開催 (表彰･発表会

6/30） 

●ふれあい牧場の受入態

勢の強化   

外部化・組織化の推進 

●外部化等の推進に向けた実態調査の実施 

●専門指導者の養成 

  ・コントラクターアドバイザー研修（10/2～6、42名受

講）やコントラクター養成研修（12/11～12、92名受

講）を開催し、コント

ラクターの設立や発

展を支援 

H17年度 H18年度(見込) 

4,594ha 5,000ha 

○稲発酵粗飼料の作付面積 

 H16年度 H17年度 

頭数  17,359頭  17,684頭 

面積  14,008ha  14,203ha 

○肉用繁殖雌牛の放牧頭数･面積 

 H16年度 H17年度 

受託面積  90千ha  97千ha 

組  織  数   400   437 

○コントラクター受託面積等 

【   前頁から続く】 

 今後は、今年度中に開催される地域ごとの行動会議

等において、全国行動会議で取りまとめた課題と対応

方向、地域の実態を踏まえつつ、地域で取組むべき来

年度以降にむけた対応を十分ご検討いただくとともに、

関係者の皆様が自らの課題として具体的取組、特に作

付面積の拡大を積極的に進められるようお願いします。 

 平成１８年度 

自給飼料増産に向けた 

取組実績 
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※
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度
追
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録
地
区

飼
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本
県

え
び
の
市
／
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組
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宮
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県
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山
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山
地
域
飼
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ト
ラ
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タ
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組
合

長
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県
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／
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牧
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／
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場
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／
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町
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合
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総
町
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町
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飼
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３
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２
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ー
ト
さ
ら
べ
つ

広
尾
町
／
酪
農
家
集
団
、
機
械
利
用
組
合
等

稚
内
市
／
沼
川
農
協

大
樹
町
／
大
樹
町
農
業
協
同
組
合

合
計

２
１
３
地
区

珠
洲
市

珠
洲
市
農
協

真
室
川
町
／
真
室
川
町
コ
ン
ト
ラ
ク
タ
ー
組
合

猿
払
村
、
浜
頓
別
町
／
東
宗
谷
農
協

　
上
段
：
市
町
村
名
等
（
取
組
場
所
）

　
下
段
：
実
施
者

　
（
市
町
村
名
／
実
施
者
）

道
府
県
別
の
凡
例

下
川
町
／
下
川
町

北
見
市
／
北
見
市
、
き
た
み
ら
い
農
業
協
同
組
合

釧
路
市
／
阿
寒
農
業
協
同
組
合

紋
別
市
／
オ
ホ
ー
ツ
ク
は
ま
な
す
農
協

苫
前
町
／
農
事
組
合
法
人
　
ア
グ
リ
ラ
ン
ド

金
ヶ
崎
町
／
岩
手
ふ
る
さ
と
農
業
協
同
組
合
、
金
ヶ
崎
町
効
率
的
飼
料
生
産
組
合

北
秋
田
市
／
北
秋
田
市

山
形
市
、
上
山
市
、
米
沢
市
他
／
酪
農
業
協
同
組
合

西
郷
村
／
雪
割
牧
場
㈲

那
須
町
、
那
須
塩
原
市
、
大
田
原
市
／
農
業
生
産
法
人
　
那
須
の
農

市
貝
町
／
Ｏ
．
Ｍ
．
Ｋ
フ
ー
ダ
ー
プ
ロ
ダ
ク
シ
ョ
ン

草
地
の
更
新
・
ト
ウ
モ
ロ
コ
シ
等
に
よ
る
単
収
向
上
、
コ
ン
ト
ラ
ク
タ
ー
活
用
、
消
費
者
の
理
解
醸
成
、
そ
の
他

狭
山
市
／
狭
山
市
粗
飼
料
生
産
組
合

東
秩
父
村
／
埼
玉
県
ふ
れ
あ
い
牧
場

秩
父
市
／
蒔
田
地
区
自
給
飼
料
生
産
組
合

北
杜
市
／
清
里
地
区
飼
料
生
産
組
合

富
士
河
口
湖
町
／
山
梨
型
放
牧
研
究
会

東
御
市
／
エ
ボ
シ
山
麓
酪
農
組
合

塩
尻
市
／
片
丘
酪
農
団
地
組
合

浜
松
市
、
湖
西
市
、
掛
川
市
、
菊
川
市
／
浜
名
酪
農
業
協
同
組
合

石
川
県

白
山
市

地
区
内
和
牛
一
貫
農
家

富
山
県
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※
複
数
の
取
組
が
あ
る
地
区
は
、
主
要
な
取
組
に
分
類
し
て
記
載

※
　
　
　
　
　
枠
の
地
区
は
１
９
年
度
追
加
登
録
地
区

小
値
賀
町
／
地
区
放
牧
組
合
な
ど

飼
料
増
産
重
点
地
区
の
一
覧

熊
本
県

宮
崎
県

吾
妻
町
／
吾
妻
町

長
崎
県

福
岡
県

益
田
市
／
Ｊ
Ａ
西
い
わ
み

島
根
県

滋
賀
県

日
野
町
／
日
野
町
飼
料
用
稲
推
進
協
議
会

南
方
町
／
宮
城
県
南
方
地
域
肉
用
繁
殖
雌
牛
生
産
拡
大
･
再
興
戦
略
会
議

宮
城
県

十
和
田
市
／
千
里
平
放
牧
組
合

十
和
田
市
、
三
沢
市
等
／
上
北
郡
内
関
係
市
町
村
水
田
振
興
協
議
会

青
森
県

芳
賀
町
全
域
／
芳
賀
町
飼
料
稲
生
産
組
合

氏
家
町
全
域
／
卯
の
花
飼
料
稲
機
械
利
用
組
合
､
卯
の
花
飼
料
稲
生
産
組
合

栃
木
県

茨
城
県

干
潟
町
／
農
事
組
合
法
人
　
八
万
石

市
原
市
大
桶
／
市
原
市
肉
用
牛
生
産
組
合

千
葉
県

熊
谷
市
及
び
近
隣
市
町

善
ヶ
島
地
区
水
田
集
団
転
作
協
議
会
､
古
江
原
地
区
水
田
農
業
集
団
転
作
協
議
会
､妻
沼
町
酪
農
振
興
会
他

津
久
井
郡

地
域
農
業
活
性
化
事
業
推
進
協
議
会

神
奈
川
県

田
富
町
／
農
家
集
団
（
耕
種
農
家
及
び
畜
産
農
家
）

長
坂
町
／
長
坂
フ
ァ
ー
ム
グ
ル
ー
プ
及
び
畜
産
農
家
集
団

山
梨
県

森
町
、
袋
井
市
／
Ｊ
Ａ
遠
州
中
央
稲
わ
ら
供
給
組
合

静
岡
県

秋
田
市
／
雄
和
町
飼
料
増
産
推
進
組
合
､
肉
用
牛
飼
養
農
家
等

朝
日
町
／
朝
日
町
自
給
飼
料
増
産
地
域
研
究
会

山
形
県

黒
川
村
全
域
／
黒
川
地
区
大
豆
生
産
組
合

新
潟
県

立
山
町
／
耕
種
農
家
(立
山
放
牧
組
合
)

氷
見
市
／
耕
種
農
家

富
山
県

八
幡
町
／
貢
間
牧
草
地
管
理
組
合

坂
下
町
／
坂
下
町
牛
組
合

岐
阜
県

甲
賀
市
／
Ｊ
Ａ
甲
賀
郡
稲
わ
ら
生
産
供
給
組
合

京
都
府

田
原
市
／
田
原
粗
飼
料
生
産
組
合

愛
知
県

大
宮
町
、
度
会
町
等
／
Ｊ
Ａ
伊
勢
　
大
宮
支
店

三
重
県

淡
路
地
域
／
地
域
畜
産
農
家
、
県
畜
産
課

兵
庫
県

鳥
取
市
､岩
美
町
､船
岡
町
／
東
部
コ
ン
ト
ラ
ク
タ
ー
組
合

鳥
取
市
／
山
東
飼
料
生
産
組
合

鳥
取
県

海
土
町
、
西
ノ
島
町
、
知
夫
村
関
係
町
村

大
田
市
／
富
山
町
和
牛
改
良
組
合

徳
島
市
／
徳
島
県

徳
島
県

上
坂
町
／
徳
島
県

美
馬
市
／
美
馬
和
牛
改
良
組
合

高
瀬
町
／
比
地
二
酪
農
組
合

香
川
県

国
産
稲
わ
ら
の
利
用
拡
大

放
牧
の
推
進

草
地
の
更
新
や
ト
ウ
モ
ロ
コ
シ
の
作
付
等
に
よ
る
単
収
向
上

コ
ン
ト
ラ
ク
タ
ー
の
活
用

消
費
者
の
理
解
醸
成

稲
発
酵
粗
飼
料
の
増
産

そ
の
他

耕
畜
連
携
の
推
進取
組
内
容

区
分

地
区
数

  
  
 ３
４

  
  
 １
５

  
  
 ３
２

  
  
 ４
３

  
  
 １
２

  
  
  
  
９

  
  
 ４
２

  
  
 ２
６

岡
山
県

神
石
高
原
町

神
石
高
原
町

北
広
島
町

芸
北
和
牛
放
牧
部
会

広
島

県

西
条
市
／
周
桑
・
三
芳
飼
料
生
産
組
合

愛
媛
県

高
知
県

阿
武
地
区
／
萩
農
林
事
務
所

柳
井
市
／
田
布
施
農
林
事
務
所

山
口
県

犀
川
町
／
下
高
屋
農
作
業
受
託
組
合
等

若
宮
町
／
直
鞍
農
業
協
同
組
合
等

大
川
市
／
大
川
市
畜
産
対
策
振
興
協
議
会

柳
川
市
／
清
和
会

都
城
市
／
(農
)夢
フ
ァ
ー
ム
た
ろ
ぼ
う

宮
崎
市
他
／
Ｊ
Ａ
宮
崎
中
央

竹
田
直
入
地
域
／
関
係
町
、
農
協
、
県
等

国
東
町
／
国
東
町
飼
料
生
産
組
合

大
分
県

霧
島
市
、
湧
水
町
、
姶
良
町

(有
)ア
グ
リ
セ
ン
タ
ー
栗
野
ほ
か

屋
久
町
、
上
屋
久
町

屋
久
町
黒
崎
地
区
和
牛
生
産
グ
ル
ー
プ
ほ
か

鹿
児
島
県

産
山
村
／
中
西
田
尻
組
合

宇
城
市
／
小
曽
部
ホ
ー
ル
ク
ロ
ッ
プ
生
産
組
合

上
益
城
郡
内
／
Ｊ
Ａ
上
益
城

栖
本
町
／
天
草
農
業
活
性
化
協
議
会

湯
前
町
／
湯
前
酪
農
組
合
ほ
か

諫
早
市
／
川
内
町
飼
料
作
物
安
定
供
給
組
合

唐
津
市
／
高
野
飼
料
生
産
組
合

唐
津
市
／
沙
子
飼
料
生
産
組
合

唐
津
市
／
二
反
田
飼
料
生
産
組
合

唐
津
市
／
ぬ
げ
ん
谷
飼
料
生
産
組
合

玄
海
町
／
浅
木
場
肉
用
牛
組
合

伊
万
里
市
／
駒
鳴
飼
料
生
産
機
械
利
用
組
合

伊
万
里
市
／
山
口
飼
料
生
産
機
械
利
用
組
合

嬉
野
市
／
嬉
野
地
区
東
吉
田
飼
料
生
産
組
合

南
あ
わ
じ
市
／
南
あ
わ
じ
市
ほ
か

長
沼
町
／
長
沼
農
協

北
海
道

浦
河
町
／
荻
伏
稲
わ
ら
生
産
組
合

綾
部
市
／
京
都
府
中
丹
広
域
振
興
局

坂
井
郡
／
地
域
肉
用
牛
農
家

福
井
県

矢
板
市
／
矢
板
市
Ｗ
Ｃ
Ｓ
利
用
組
合

愛
南
町
／
広
見
営
農
組
合

窪
川
町
／
お
き
つ
和
牛
組
合

岡
山
市
／
邑
久
郡
粗
飼
料
生
産
組
合

福
島
県

新
城
市
／
愛
知
東
農
業
協
同
組
合

豊
田
市
／
加
茂
和
牛
改
良
組
合

伊
賀
市
／
Ｊ
Ａ
伊
賀
北
部

粟
国
村
／
粟
国
村
、
畜
産
農
家
等

沖
縄
県

新
十
津
川
町
／
新
十
津
川
町

足
寄
町
／
足
寄
町

合
計

２
１
3
地
区

白
山
市
／
松
任
農
協

高
山
市
／
地
域
肉
用
牛
農
家

　
上
段
：
市
町
村
名
等
（
取
組
場
所
）

　
下
段
：
実
施
者

　
（
市
町
村
名
／
実
施
者
）

道
府
県
別
の
凡
例

愛
別
町
／
愛
別
町
稲
醗
酵
粗
飼
料
生
産
組
合

今
別
町
／
今
別
町
和
牛
飼
育
組
合

秋
田
県

足
利
市
南
部
地
域
、
佐
野
市
南
部
／
地
域
内
酪
農
・
肉
用
牛
農
家
集
団

大
子
町
／
大
子
町
和
牛
繁
殖
経
営
活
性
化
協
議
会

日
立
市
、
高
萩
市
、
北
茨
城
市
／
Ｊ
Ａ
茨
城
ひ
た
ち
繁
殖
牛
部
会

埼
玉
県

御
前
崎
市
／
御
前
崎
市
放
牧
研
究
会

石
川
県

福
井
市
／
㈲
藤
島
エ
ン
タ
ー
プ
ラ
イ
ズ

越
前
町
／
か
し
ず
フ
ァ
ー
ム

富
加
町
、
坂
祝
町
、
美
濃
加
茂
市
、
八
百
津
町
／
富
加
酪
農
組
合

西
尾
市
、
幸
田
町
／
小
笠
原
牧
場
、
都
筑
牧
場

竜
王
町
／
山
中
生
産
組
合

北
但
馬
（
豊
岡
市
、
香
美
町
、
新
温
泉
町
）
／
地
区
内
耕
種
農
家
、
畜
産
農
家
集
団

松
江
市
／
鹿
島
放
牧
組
合

長
門
地
区
／
長
門
農
林
事
務
所

坂
出
市
／
㈲
古
本
農
産

鳴
門
市
／
地
区
飼
料
増
産
地
域

土
佐
清
水
市
／
地
域
内
肉
用
牛
生
産
農
家
、
耕
種
農
家
等

う
き
は
市
／
う
き
は
市

相
良
村
／
高
原
機
械
利
用
組
合

阿
蘇
市
／
阿
蘇
カ
ル
デ
ラ
粗
飼
料
生
産
組
合

高
森
町
／
小
倉
原
飼
料
生
産
組
合
、
中
色
見
自
給
飼
料
生
産
組
合

肝
付
町
／
甫
与
志
岳
粗
飼
料
生
産
組
合

栗
原
市
／
市
内
肉
用
牛
集
団
農
家

大
玉
村
／
大
玉
わ
ら
部
会

魚
津
市
／
魚
津
稲
わ
ら
収
集
組
合

秋
芳
町
／
秋
芳
町
水
田
農
業
推
進
協
議
会

佐
賀
県

由
仁
町
／
由
仁
町
農
業
協
同
組
合

那
須
烏
山
市
、
那
珂
川
町
／
地
区
内
肉
用
牛
農
家
集
団
、
酪
農
家
集
団

市
原
市
／
市
原
野
草
利
用
研
究
会

袖
ヶ
浦
市
／
袖
ヶ
浦
稲
わ
ら
生
産
組
合

米
原
市
／
伊
吹
農
業
生
産
組
合

丹
後
地
区
／
畜
産
農
家
、
集
落

た
つ
の
市
／
㈱
さ
さ
営
農
組
合

姫
路
市
／
営
農
集
団

安
来
市
／
Ｊ
Ａ
や
す
ら
ぎ
、
ふ
る
さ
と
公
社

土
佐
町
／
土
佐
町
肉
用
牛
生
産
組
合

岡
山
市
、
新
見
市
／
岡
山
中
央
稲
わ
ら
収
集
組
合

高
田
町
／
高
田
町

斐
川
町
／
斐
川
町
肉
用
牛
放
牧
地
利
用
組
合

耕
畜
連
携
の
推
進
、
稲
発
酵
粗
飼
料
の
増
産
、
国
産
稲
わ
ら
の
利
用
拡
大
、
放
牧
の
推
進

塩
谷
町
／
ふ
ぁ
ま
ず
Ｉ
．
Ｍ
．
Ｏ

鹿
沼
市
／
㈲
農
業
生
産
法
人
か
ぬ
ま

対
馬
市
／
Ｊ
Ａ
対
馬

3 

第７号 

 平成１８年度 

自給飼料増産に向けた 

課題と対応 

●ネットワークづくりなどの
枠組みの活用が作付面積
の増加等具体的な数値に
結びついておらず、作付拡
大に向けた体制の充実･強
化が必要 
●重点地区における飼料
生産拡大や定量的な評価
の継続的な実施が必要 
 

●輸送経費の低減等を図るため、再梱包システムや
拠点となるストックポイントの確保などによる広域流通
体制の構築が必要 
●収穫時期の天候不順に対応した稲わらの収穫体
系の確立が必要 

飼料増産運動 

国産稲わらの利用拡大 

稲発酵粗飼料の作付拡大 
●水田転作における麦や大豆との競合等により、産地
づくり対策における稲発酵粗飼料の位置付けが不十
分な地域が存在 
●低コスト生産技術や専用品種、湿田で収穫可能な
専用収穫機械の導入が不十分 

●19年度から始まる耕畜連携水田活用対策を活用し、
地域水田農業協議会への情報提供や畜産関係者の積
極的な参画を通じた稲発酵粗飼料の位置付けの向上 
●「生産・給与マニュアル」の活用や研究機関と連携した
現地検討会の開催等による低コスト生産技術等の普及 

●農業団体等が中心となった供給体制確立に向けたブ
ロック内やブロック間での検討・調整の促進と収穫機械
やストックポイント、再梱包機等の整備の促進 
●ラップ体系を活用した稲わらラップサイレージの収穫･
利用体系の確立 

●地域ごとの工程管理と点
検・検証の徹底や取組が
低調な地域への集中的な
働きかけによる全体的な
生産性の底上げ 
 
●重点地区の掘起しを継
続し、既重点地区における
周辺地域も巻き込んだ飼
料増産運動の拡大 

●肉用牛については、耕作放棄地や転作水田等を活
用した放牧の取組が拡大しているものの地域的な偏り 
 
●乳用牛については、生乳生産拡大や乳成分重視
の傾向から放牧の取組が不十分 
●理解醸成や技術普及のための指導者の不足 

放牧の推進 
●現地研修会等による耕作放棄地解消や獣害防止等
放牧の持つ多面的な効果等についての理解醸成の促
進と補助事業等による条件整備の促進 
●乳用牛につきモデル地区の設定等による乳量・乳質
を維持した集約放牧技術の普及 
●研修実施と専門指導者を活用した地域への技術普及 

●コントラクター組織数は着実に増加するも、地域的
な偏りや共同作業的な組織に止まっている例が散見 
●公共牧場は、利用農家戸数・頭数の減少や収益の
悪化により牧場数が減少する傾向 

外部化・組織化の推進 
●専門指導者の活用や研修会等を通じた組織化の促
進と中核的なコントラクターへの育成強化 
●既存牧場の再編統合や広域利用の推進、周年預託
等による牧場機能の充実・強化を図るとともに、大規模畜
産経営による利用方式について検討 

●地域に適した収量の高い奨励品種、低コスト生産技
術の導入等が必要 
●適切に草地更新が実施されていない 
●農地の利用集積が不十分 
 
●自給飼料で生産された畜産物への理解が不十分 

その他 
●奨励品種選定試験の共同化や指導強化、パンフレット
の配布等による奨励品種と低コスト生産技術の普及 
●計画的な草地更新や簡易更新技術の普及 
●畜産公共事業や農地流動化対策を活用した農地利
用集積の促進 
●ＨＰやパンフレット等により消費者の理解醸成を推進 
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自給飼料増産通信 

 平成１９年度 

自給飼料増産に向けた 

運動方針 

全国飼料増産行動会議において 

平成１９年度の運動方針が決定されました 
 

 今回は包括的な運動方針とともに、飼料作物作付面積の減少

に歯止めをかけ、増加に転じさせるための重点的な取組を重点

対策「飼料作付面積拡大プラン」として、運動方針の中に設定し

ました（詳細は５貢上段参照）。 

 今後は、本運動方針や拡大プラン、飼料自給率向上戦略会

議における平成１９年度行動計画（詳細は５貢下段参照）に基

づき、検討を重ね、４月頃に開催予定の１９年度全国飼料増産

行動会議において、１９年度の行動計画の具体的な取組や運

動スローガンを提案することとしています。 

①国産稲わらの完全自給、②稲発酵粗飼料の作付拡大、③細断型ロールベーラ作業体系の導入、
寒冷地用品種の普及等によるトウモロコシの作付拡大、④水田や耕作放棄地等を活用し、肉用牛
増頭対策と連携した放牧の推進、⑤飼料生産の外部化・ 組織化の推進、⑥奨励品種の導入や草
地更新等による生産性の向上、⑦消費者の理解醸成 注）アンダーライン部分が１８年度からの変更部分

①全国・地域レベルの会議の開催、②ネットワークを積極的に活用した作付増加への取組推進、
③ネットワークを活用した斡旋・仲介活動の強化、④専門指導者の養成、地域における活用強化
⑤シンポジウムの開催等による普及啓発  注）アンダーライン8 分が１８年度からの変更部分

平成19年度の運動方針について

本運動方針は、19年度第1回全国飼料増産行動会議（4月頃開催予定）で決定する19年度の行
動計画や運動スローガンを作成する上での基本方針であり、事務局では、本方針に基づき、行動
計画案や運動スローガン案を作成して、同会議に提示する予定。

○運動方針案の位置づけ

○基本的考え方

◎19年度行動計画案の骨子

◎19年度運動スローガン案の骨子

１９年度における行動計画や運動スローガンについては、基本的には１８年度の行動計画等を踏襲
しながら、次のような過去２年間の点検・検証の結果を反映させつつ、今後の取組の成果が作付面積
の増加等具体的な数値として結びつくよう見直すべきではないか。
①飼料増産重点地区、専門指導者を活用した作付面積・生産性の増大、安定化
②ネットワーク強化による飼料生産の担い手への集中化、耕畜連携への取組拡大
③飼料増産に関するメリット・意義等について、生産者・消費者への情報提供の充実 など
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第７号 

平成１９年度 飼料増産に向けた運動方針

①飼料増産運動 重点地区数 ２１３→２５０地区 重点地区の取組面積拡大

工程管理の徹底、マップ＆ネットワークの活用 専門指導者養成 各５０名

②飼料作物の生産拡大
稲ＷＣＳの作付拡大 新たな耕畜連携対策の活用

地域に適した技術の普及

トウモロコシの作付拡大 細断型ロールベーラーの活用

寒冷地用品種等の活用

③放牧の推進

専門指導者の活動強化、新たな耕畜連携等事業活用による放牧推進 水田における肉用牛放牧頭数 ５,０００頭
耕作放棄地放牧の取組拡大、公共牧場における取組拡大

④外部化の推進 コントラクターによる受託面積拡大 １２０千ha
中核的なコントラクターの育成・組織化、離農跡地の有効利用 （＋23千ha）

⑤国産稲わらの利用拡大 自給１００％の達成

国内稲わら需要量に見合った国産稲わらの供給体制の確立、広域流通の促進

⑦消費者の理解醸成 シンポジウムの開催等による啓発・普及

各般との連携強化

肉用牛増頭対策との連携、地域別の目標達成に向けた取

組との連携、各種統計データを活用した作付実態解析と対応

飼料作付面積拡大に向けた重点対策

飼料作付面積拡大プラン
２０，０００ha （90万haの復活）

⑥生産性の向上 草地更新の推進、優良品種の啓発・普及

稲ＷＣＳ Ｈ２０年作付面積の拡大 ７,５００ｈａ
（＋2,500ha）

トウモロコシの作付拡大 ８５,０００ｈａ
（＋600ha）

項　　目 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月 １月 ２月 ３月

○飼料増産運動

○WCS(稲発酵粗飼料)の作付拡大

○トウモロコシの作付拡大

○国産稲わら利用拡大

○放牧の推進
　　（水田放牧の推進）

○外部化の推進

　　

-

19年産裏作ﾄｳﾓﾛｺｼ
作付増進重点活動

平成19年度行動計画の点検・検証
平成20年度行動計画の策定

19年産WCS作付増進重点活動

各主体ごとの飼料自給率向上戦略会議
　（都道府県、農業団体）

１ 飼料自給率向上のための
    推進体制の整備

２　自給飼料増産のための
    具体的行動計画の策定と検証

19年産稲わら仲介・斡旋重点活動

　20年産ＷＣＳ作付増進重点活動

　草地コンクールの開催

現 地 検 討会

 飼料自給率向上戦略会議

 第２回幹事会

　ブロック会議の開催

飼料増産重点地区の検証

ｺﾝﾄﾗｸﾀｰｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ
研修の開催

WCSｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀｰ
研修の開催

 第１回幹事会

飼料増産重点地区の19年度計画とりまとめ

平成19年度行動計画の策定

需
給
マ

ッ
プ
や
ネ

ッ
ト
ワ
ー

ク
を
積
極
的
に
活
用
す

る
た
め
の
体
制
の
確
立

平成19年度行動計画の点検・検証
平成20年度行動計画の策定

飼料増産重点地区の追加登録

　コントラクター実態調査

19年産稲わら　収集活動強化

　放牧可能地仲介・斡旋
　（水田放牧可能地について重点的に取り組む）

ネ

ッ
ト
ワ
ー

ク
を
活
用
し
た

仲
介
・
斡
旋
活
動
の
強
化

19年産稲わら　（広域）需給調整

 第３回幹事会

全国飼料増産行動会議全国飼料増産行動会議

水田放牧の取組拡大
（肉用牛の増頭）

　国産稲わらの飼料利用の拡大と
　自給１００％の達成

肉用牛増頭戦略会議

飼料作付面積の拡大

稲発酵粗飼料
作付面積の拡大

トウモロコシの
作付拡大

農林水産省
飼料自給率向上戦略会議

　20年産ﾄｳﾓﾛｺｼ作付増進重点活動

コントラクターの受託作業面積の拡大

全国コントラクター
連絡協議会の開催

放牧サミットの開催
放牧伝道師

養成研修の開催

平成１９年度 飼料自給率向上に向けた行動計画（戦略会議における工程表）


